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世界主要都市の一人当たりの公園面積の比較

●外国の各都市との一人当たり公園面積の比較

                                                                                                                                                  

出所：仙台市役所ロンドンの一人当たりの公園面積は東京の約１０倍です。
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各国主要都市圏の環状道路の比較

図表II-3-3-3　各国主要都市圏の環状道路の比較

                                                                                            

ロンドンは１９９０年に全長約２００ｋｍの環状高速道路を完成させ
市内を通過する車両の市中心部へ乗り入れを迂回させています。
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世界の都市圏の空港整備状況

図表I-2-1-5　我が国と世界の都市圏における滑走路の整備状況及び人口、旅客数等の比較

                                                                                            

ロンドンには近郊に５つの国際空港があり、国際線の年間旅客数は東京圏（羽田・成田）の
約４倍の１億１０００万人を超え、国内・国際線の年間発着回数も東京圏の２倍の
１００万回を超え、英国の際立った国際化を表しています。
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　　　　　環境・エネルギー事情
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イギリスの挑戦
Zero Carbon House by 2016Zero Carbon House by 2016Zero Carbon House by 2016Zero Carbon House by 2016

2016年以降の新築住宅のCO2排出はZeroに
しなければならない！

　　 2010年　　-25%（2006年比）

　　2013年　　-44%（2006年比）

　　2016年　　Zero Carbon
　　　　　（カーボンオフセットを含む）
世界で唯一、英国だけが２０１６年以降の新築住宅に対してゼロカーボンZero Carbon
（年間のＣＯ２排出量をネットでゼロ）が法的に義務付けられています。これに対して
日本は「グリーン政策大綱」で２０２０年までに新築住宅のゼロエネルギーを目指すと
表明しているが、罰則規定もないので果たして達成が可能かどうか疑問であります。
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環境に優しいロンドンの渋滞税
（Congestion ChargeCongestion ChargeCongestion ChargeCongestion Charge）

＊２００３年２月に導入
＊7:007:007:007:00～18:0018:0018:0018:00（月～金）　ロンドン中心部（限定地区）に乗り

入れる車に10101010ポンド（約1111444400000000円）////日の税金がかかる。
＊この結果；－
　　　　①ロンドン市は年間約250250250250億円の税収増
　　　　②交通量は２０％削減
　　　　③CO2CO2CO2CO2は１６％削減
　　　　④バス・地下鉄は利用者が２３％増加

これまで渋滞税はストックホルムやシンガポールで適用されているが、ロンドンの様な大都市
での適用はその効果が極めて大きく、他の世界の大都市での交通渋滞削減策として期待され
ています。ここで注目すべきは市街地への進入車両のナンバー読取、税の支払状況、不払者
への取立、銀行口座からの自動引落等の一連の事象が全てオンラインで構築された見事な
システムであります。英国人は数ある既存の技術やシステムから、目指すプロジェクトの
最適なシステムを作り、その運用にも長けている様です。ロンドンで出来るなら、
東京でも出来るはずです。
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主要国のエネルギー自給率

英国は近年、北海からの石油と天然ガスの産出量が減少し、エネルギー自給率も８０％に
低下しています。この為政府は再生可能エネルギーを増やすべく施策で、特に風力発電に
力を入れその伸びは著しく、２０１１年は前年比５５％増となり、再生可能エネルギー全体の
総発電量に占る割合が２０１０年の７．５％から９．５％と押し上げに貢献しています。
日本はエネルギー自給率が僅か５％足らずで、福島の原発事故以来、エネルギーのベスト
ミックスの模索が続いている。現在、総エネルギーに占める僅か２％足らずの再生可能
エネルギーを増やすのは喫緊の課題であるが、政府の２０２０年目標１０％を達成
できるかどうか極めて懐疑的であります。

日　　　米　　　仏　　　独　　　伊　　 英　　スエ　　  韓　　　中
、
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出所：電力事業連合会

英国の一人当たりの電力消費量は５６９３ｋｗｈでカナダの１/３、米国の半分以下、日本の
７０％位で先進国の中ではイタリヤに次いで少なく、質素な生活を心がける英国人気質を
表しているかもしれません。
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出所：電力事業連合会

英国の再生可能エネルギーの発電量に占める割合は、ヨーロッパではドイツに次いで高く
日本の倍となっています。
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京都議定書での英国の約束値は－１２．５％に対して達成値は－１８．５％、日本は
約束値－６％に対して達成値は＋１％で逆に増加しています。



45

朝日新聞記事　2008年7月5日

朝日新聞　2008年7月5日記事より　
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　　　　　　社会福祉費・消費税

戦後スタートした「ゆりかごから墓場まで」の社会福祉政策は当然それなりの
社会コストが掛かります。そのコスト増にどの様に対応したのでしょうか。
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社会保障費･租税の負担率の国際比較
出所：財務省

英国は別途徴収される社会保障費と消費税２０％の一部で「ゆりかごから墓場まで」の
コストを支えています。高齢者人口比率が西欧を追い越した日本は、増大する社会
福祉費のコストを消費税の西欧並みに２０％台まで引き上げと社会保障費と併せて
国民が負担するしか方法がないですね。高齢化社会の到来は数十年前から判って
いたにもかかわらず、これまでの政府の無策が、今日の日本社会の混乱を招いて
いると言っても過言ではないと思います。
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　　英国の消費税の推移
                                                                            １９７０年　　　　　　33.3%33.3%33.3%33.3%
                                                                            １９７２年　　　　　　25.0%25.0%25.0%25.0%
                                                                            １９７９年　　　　　　15.0%15.0%15.0%15.0%
                                                                            １９９１年　　　　　　17.5%17.5%17.5%17.5%
                                                                            ２００８年　　　　　　15.0%15.0%15.0%15.0%
                                                                            ２０１０年　　　　　　17.5%17.5%17.5%17.5%
　　　　　　　　２０１１年　　　　　　20.0%20.0%20.0%20.0%　    
（但し、子供用品、医療医薬品、福祉用品、食料品等は0%0%0%0%）

　　出所　：　ＨＭ　Ｃｕｓｔｏｍｓ　＆　Ｅｘｃｉｓｅ

英国政府はこれまでに社会情勢を鑑みながら消費税税率をコントロールして来た様子が
読み取れます。日本も増大する社会福祉費のコストを支える重要な財源として消費税の
税率アップはやもうえないですね。政府は税の無駄使いを無くし、早い時期に消費税率
アップの必要性を国民に判りやすく説明し、コンセンサスの取り付けるべきです。
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主要国の消費税率の比較（2009200920092009年）

参考までに、主要国の消費税率の状況を図で示します。 

                                                                                           

出所：財務省

2011年より
　　20%

英国の消費税は軽減税率制を採り入れており、食料品、子供衣料、医療費、福祉関係費、
新聞等は税率０％で、特に低所得者層の所得に対する食料品の比率の高さに配慮が
なされています。


